道州制の論点をめぐって
佐々木信夫

１．道州制のイメージ、何のための道州制か
　＜基本的には、21世紀の新たな「国のかたち」をどう創るかという国家設計にある。＞

道州制へ移行すべき意義は、大きく次の３点にあると考える。
第１は、中央集権体制の解体、身近な地方自治の充実した地域主権国家をつくること。
遠い政府より、身近な市町村を第１の政府に据え、補完性の原理及び近接性の原理に基づき、市町村、州、国と役割を大幅に入れ替える。内政に関わる国土交通、厚生労働、教育、農林水産などの内政省庁の権限は州及び中核的市へ大幅に権限移譲を行う。
結果として、①政治や行政が身近なものとなる、②公共サービスの受益と負担が明確になる、③住民参加による政策形成が可能となる。地方自治の自己決定、自己責任、自己負担が作動し、民主主義の国づくりを本格化できる。２１世紀の国家像はここにある。

第２は、東京一極集中の解消、各州の自立的、活力ある分散型国土構造に変えていく。
ハードインフラの分散型国土の形成は相当進んだ。高速道、ジェット空港、新幹線網など。しかし、ソフトインフラつまり、政策決定や税財政の公共ソフトインフラは旧態依然として東京一極集中のままだ。これは首都圏直下型地震が想定されるなか、国家の危機管理上も極めて憂慮すべき状態である。国土の“血流を変える”それがソフトインフラの分権化である。州が圏域で主要な政治行政主体としての役割を果たせるよう、国と地方の事務配分を抜本的に見直し、それに見合った税財政の仕組みを備えた制度にかえることだ。
結果、①東京一極集中が是正され、多様性のある国土、多極分散型の国に変わる、②１０００万人口を原則に規模と権限を持つ道州による地域圏経営で、広域の経済文化圏が形成され、相互の切磋琢磨で国にダイナミズムが生まれる、③対外的に強い経済力を生む。

第３は、３層制のムダを排し、国、地方を通じ簡素で効率的な統治機構に変える。
国家公務員６５万人(うち自衛隊２５万人)、府県職員１６０万人（うち、公立小中教員７０万人、警察官２５万人）、市町村職員１４０万人の公務員体制で１５０兆円規模の公共活動を担っている。しかし、国の自衛隊を除き３０万人近くは出先機関の職員。府県も、いつまでも市町村の教員を抱える必要はないし(身分移管)、国並みに府県も８割が出先機関の職員。国の出先、府県の出先が事実上２重行政、３重行政の構造をつくっている。大阪府・市の統合の理由の一つが２重行政の解消だが、それ以上にわが国の３層制の統治機構は２重、３重行政になっている。そこに壮大なムダと過剰人員の投入がある。
州が企画立案から管理執行まで一貫してその役割を果たせるシステムに変えることで、国、地方を通じた行政の効率化と責任の所在の明確化が図られる。
結果、①国のタテ割省庁による重複行政がなくなり、補助金のムダ使いや陳情合戦のような政治のムダが排除される、②内政機能を道州に移すことで国の役割を国家戦略や外交、危機管理など本来の国家機能に純化・集中させることできる。③総じて道州制導入という改革で、国、州、市町村全体が見直され、公共の分野を大きく民間に開放することで、現在より公務員１００万人、２０兆円規模の財政削減が可能となる。

２.道州制への移行に伴う課題をどうするか

現実に、いろいろな不安、懸念が渦巻いている。しかし、克服できる。Q&Aを例示してみる。
Ｑ．１．道州制導入で国民（住民）がほんとうに“幸せ”になるだろうか。
→明治維新並みの大改革。現状をいかに追認してもこの国はよくならない。具体的なイメージ、数値を示して合意を形成していく努力がまずリーダー達に必要である。

Ｑ．２．国民が判断すべき材料が不足している。国民がなぜ支持しないかといえば、将来のビジョンが見えていないからだ。
　→どうすれば、国民は賛成に回ってくれるのか。何がその際のポイントとなるか示す。

Ｑ．３．目的は地域主権を実現するために財源を国から移譲することにあると思う。
→しかしそれは、道州制を導入しなくても可能ではないか。広域連合をつくり様子を
見たらどうか。この意見は暫定的な移行期の話。連合は利害対立を処理できない。

Ｑ．４．「時期尚早」だと思う。メリットとして分権国家にすることができるが、地方はまだ分権化して生き延びるだけの体力がないのではないか。
　→むしろ、10～20年かけて広域連合を経験してから道州制へ移行すべきでは。この話も問題を先送りする発想につながる。関西広域連合はよいが何年やっても連合どまり。

Ｑ．５．地方出身の人たちには、自分の故郷が変わるという点に違和感があり、さみしく思う人が多い。だから賛成には回れない。
→ただ今の財政問題には大変危機感あり、何らかの思い切った改革が必要の点は一致。地名（県名）を残せば、それ程違和感はなくなる。例えば中国州岡山、中国州広島

Ｑ.６．現在の日本人のアイデンティティの大きな要素である都道府県民としての意識や文化、習慣などをそう簡単に取り払うことはできない。
→道州によるトップダウン的な政策決定では、地域住民のニーズの適ったものにはなりにくいと思う。そこは情報通信の利用拡大で「参画」の要素を強めれば問題ない。

Ｑ．７．こうした大規模な改革を実行できる強い政権ができるか。官僚の抵抗を抑え込み、憲法や関連法律を改正していけるだけのリーダーがいるのかどうか。
→確かに、リーダーレス状況。しかし、本当に困れば、そこを突破できる政権は可能。

Ｑ．８．いまの日本が道州制になる姿は、まだ想像がつかない。地方住民は“県（ふるさと）への愛着”を何だかんだ持っていると思う。
→確かに、制度を変えるだけでは不十分。現状とあまり変わらないなら、“県への愛着”を失わせてまでも実施するのは国民の望みとは違う。メリットを具体で明示すること。

Ｑ．９．国民は、新しい制度に対し肯定的になるとは思えない。政府自体がまず安定して、地方分権のメリットを国民にしっかり伝える必要があるのではないか。
→ただ、国民の道州制の関心は薄いとはいえ、郵政民営化の時のようなアプローチで進めれば活路はあると思う。それをどうすればできるか。総選挙で大増税か道州制移行かの選択選挙をやる時が必ず来る。

Ｑ．１０．道州制のような、国の形を一変させるような決定は、どうしても議論の最終段階まで進むのが困難と思うが。何らかの非常事態が起こった時、変えるとよいでは。
→確かに、平時では改革ウエーブはおきない。しかし現在が平時か。2011年3月11日、国の基盤を揺るがす東日本大震災が発生、大津波で約２万人が死亡、家も職場もインフラも多く失った。併せて福島原発の大事故で甚大かつ広範な放射能被害へ。町村機能を失わせ、首都圏に多くが避難。首都直下の場合どうか。これを非常事態と言わずして何という。今こそ、真剣に改革を進める時期ではないか。

３．道州制移行に向けたプロセスと道州の政治制度をどうするか

基本的は、首長推進連合の考え方でよいと思う。ゴールは2020年設定がわかりやすい。

移行に関わる論点のうち、制度設計上、３つを特に問題視している。
（１）財政自立権、格差是正の問題
　　　①道州の財政上の自立権確保
　　　②どのような州税が可能か
　　　③州間格差是正（州交付税：垂直調整か水平調整か）

（２）大都市と道州、市町村と道州の問題
　　　①都道府県から市町村への権限･事務移譲をどう進めるか
　　　②政令市など大都市と道州の関係、もう１つ小規模町村と道州という両極の問題
　　　③200超大都市を「都」（都市州）とすべし（２～３州）。その場合、他の市町村との関係をどう考えるか

（３）州政府の組織設計の問題
　　　①議会制度、選挙制度（議員数。小選挙区と比例区の組み合わせか、中選挙区か）
　　　②執行機関（議院内閣制か大統領制か、州知事の権限。特別職の範囲と数）
　　　③州公務員の制度設計（国家公務員と地方公務員の融合、閉鎖型か開放型か）
　　　④司法権の権限移譲(州高等裁判所の創設)

道州制論議の中で、大きく欠落しているのが、この州政府の統治機構のあり方に関する設計である。大きくは立法権、行政権の大幅な権限移譲を前提とした州政府の設計を考えなければならないが、司法権についても基礎自治体、州レベルの限定される裁判は｢州高等裁判所｣で処理できるようにすべきである。

＊州政府の統治機構の設計は多岐にわたるが、筆者はひとつの例として、東北州の州政府設計を私論として試みている。議員立法を想定したものだが、別添資料を参照願いたい。
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